
水  産  業  編 

解    説

 この編には、「海面漁業生産統計調査（海面漁

業漁獲統計調査及び海面養殖業収獲統計調査）」、

「内水面漁業生産統計調査」、「水産物流通統計

調査（水産加工統計調査）」、「漁業経営統計調

査（個人経営体調査）」、「2018年漁業センサス

（漁業経営体調査）」等による水産業に関する統

計を掲載した。 

 

１  地域区分（大海区（都道府県別区分）） 

 日本海北区とは、青森県、秋田県、山形県、

新潟県及び富山県の範囲をいう。 

 日本海西区とは、石川県、福井県、京都府、

兵庫県（日本海側）、鳥取県及び島根県の範囲

をいう。（191ページの大海区・大海区別都道

府県区分図を参照。） 

 

２  調査の概要 

(1) 2018年漁業センサス 

ア 調査の目的 

この調査は、漁業の生産構造、就業構造

並びに漁村、水産物流通・加工業等の漁業

を取りまく実態を明らかにするとともに、

水産行政の推進に必要な基礎資料を整備す

ることを目的としている。 

イ 調査の時期 

平成30年11月１日現在。 

ウ 調査の方法 

「農林水産省－都道府県－市区町村－調

査員－調査対象」の実施系統で行い、統計

調査員が、調査対象に対し調査票を配布・

回収する自計調査の方法等により行った。 

なお、調査対象の協力が得られる場合は、

オンラインにより調査票を回収する方法も

可能とした。 

また、調査対象から面接調査の申出があ

った場合には、統計調査員による調査対象

に対する面接調査の方法をとった。 

(2) 海面漁業生産統計調査（海面漁業漁獲統計

調査、海面養殖業収獲統計調査） 

ア 調査の目的 

この調査は、海面漁業の生産に関する実

態を明らかにし、水産行政の基礎資料を整

備することを目的としている。 

イ 調査の時期 

調査対象期間は、毎年１月１日から12月

31日までの１年間。 

ウ 調査の方法 

調査は原則として年１回、次の(ｱ)から

(ｳ)までの調査対象別の方法により実施した。 

(ｱ)  水揚機関 

ａ  統計調査員が、調査票又は電磁的記録

を配布し、回収する自計調査の方法。 

なお、報告者の協力が得られる場合は、

オンラインにより調査票を回収する方法。 

ｂ 統計調査員が水揚機関の事務所に備え

付けた電子計算機の映像面若しくは紙面

に表示された電磁的記録に記録されてい

る事項を閲覧しその内容を調査票に転記

する方法。 

ｃ 統計調査員による面接聞取り（他計調

査）の方法。 

(ｲ)  漁業経営体 

調査票を郵送により配布・回収する自

計調査の方法により実施。 

なお、報告者の協力が得られる場合は、

オンラインにより調査票を回収する方法。 

(ｳ)  一括調査 

統計調査員が、調査票を配布し、回収

する自計調査の方法、又は、統計調査員

による面接聞取り（他計調査）の方法に

より実施。 

また、調査結果については、海面漁業

経営体の所在地に計上した。 

(3) 内水面漁業生産統計調査 

ア 調査の目的 

この調査は、内水面漁業・養殖業の生産

に関する実態を明らかにし、内水面に係る
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水産行政の基礎資料を整備することを目的

としている。 

イ 調査の時期 

調査対象期間は、毎年１月１日から12月

31日までの１年間。 

ウ 調査の方法 

農林水産大臣が委託した民間事業者が調

査対象に対し、郵送、ファクシミリ、オン

ライン又は民間事業者が任命した調査員に

より調査票を配布・回収する方法により実

施した。 

(4) 漁業産出額 

漁業生産活動の実態を金額で推計した。

具体的には、海面漁業生産統計調査で取りま

とめた全ての漁業・養殖業の魚種別生産量等

に魚種別産地卸売価格（消費税を含む。）を

乗じて算出したものである。 

なお、算出に用いる価格は（一社）漁業

情報サービスセンター、主要産地の市場、

関係団体等から得られた価格を使用した。 

(5) 水産物流通調査（水産加工統計調査） 

ア 調査の目的 

この調査は、全国の陸上加工経営体にお

ける水産加工品の生産量を把握し、水産加

工品の生産動向を明らかにして、水産加工

業振興対策等の資料を提供することを目的

としている。 

イ 調査の時期 

調査対象期間は、毎年１月１日から12月

31日までの１年間。 

ウ 調査の方法 

調査対象（調査区分ごとに水産加工品生

産量の80％を超えるまでの陸上加工経営

体）に次のいずれかの方法により実施した。 

(ｱ) 調査対象に調査票を郵送で配布し、郵

送、ファクシミリ又は政府統計共同利用

システムにより回収する自計調査の方法。 

(ｲ) 調査員が調査対象に調査票を配布・回

収する自計調査の方法。 

(ｳ) 調査員による調査対象への聞き取り又

は関係諸帳簿の閲覧により行う他計調査

の方法。 

(6) 漁業経営統計調査（個人経営体） 

ア 調査の目的 

この調査は、海面漁業経営体の財産状況、

収支状況、操業状況等の経営実態を明らか

にし、水産行政等の推進のための資料を整

備することを目的としている。 

イ 調査の時期 

毎年１月１日から12月31日までの１年間。 

ウ 調査の方法 

調査対象経営体（漁業経営体のうち個人

経営体で海面漁業を営む専業又は第１種兼

業の経営体）が税務申告関係帳簿類等を用

いて調査票に記入する方法により実施した。 

なお、調査結果については１経営体当た

りの平均値を示しており、2013年漁業セン

サス結果における全国の経営体階層別に区

分した階層ごとに算出したウエイトにより

加重平均して算出した。 

 

３ 用語の解説 

(1) 漁業生産構造 

ア 漁業経営体 

過去１年間に利潤又は生活の資を得るた

めに、生産物を販売することを目的として、

海面において水産動植物の採捕又は養殖の

事業を行った世帯又は事業所をいう。 

ただし、過去１年間における漁業の海上

作業従事日数が30日未満の個人経営体は除

く。 

イ 経営組織 

(ｱ) 個人経営体 

個人で漁業を営んだものをいう。 

(ｲ) 団体経営体 

個人経営体以外の漁業経営体をいう。 

ａ 会社 

会社法第２条第１項に基づき設立され

た株式会社、合名会社、合資会社及び合

同会社をいう。 

なお、特例有限会社は株式会社に含む。 

ｂ 漁業協同組合 

水協法に基づき設立された漁業協同組

合及び漁業協同組合連合会をいう。 

なお、内水面組合は除く。 

ｃ 漁業生産組合 

水協法第２条に規定する漁業生産組合

をいう。 

ｄ 共同経営 

二つ以上の漁業経営体（個人又は法

人）が、漁船、漁網等の主要生産手段を

共有し、漁業経営を共同で行うものであ
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り、その経営に資本又は現物を出資して

いるものをいう。 

ウ 漁船 

過去１年間に経営体が漁業生産のために

使用したものをいい、主船のほかに付属船

（まき網における灯船、魚群探索船、網船

等）を含む。 

エ 経営体階層 

漁業経営体が「過去１年間に主として営

んだ漁業種類」及び「過去１年間に使用し

た漁船のトン数」により、次の方法により

決定した。   

(ｱ) 初めに、過去１年間に主として営んだ

漁業種類（販売金額１位の漁業種類）が、

大型定置網、さけ定置網、小型定置網及

び海面養殖に該当したものを当該階層に

区分。 

(ｲ) (ｱ)に該当しない経営体について、過１

年間に使用した漁船の種類及び動力漁船

の合計トン数により区分（使用漁船の種

類及び使用動力漁船の合計トン数により、

漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁船、

動力漁船１トン未満から動力漁船3,000ト

ン以上の階層までの16経営体階層に区

分。）。 

オ 漁業層 

(ｱ) 沿岸漁業層 

漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁

船、動力漁船10トン未満、定置網及び海

面養殖の各階層を合わせたものをいう。 

(ｲ) 中小漁業層 

動力漁船10トン以上1,000トン未満の各

階層を合わせたものをいう。 

(ｳ) 大規模漁業層 

動力漁船1,000トン以上の各階層を合わ

せたものをいう。 

カ 個人経営体の専兼業分類 

(ｱ) 専業 

個人経営体（世帯）として、過去１年

間の収入が自家漁業からのみの場合をい

う。 

(ｲ) 第１種兼業 

個人経営体（世帯）として、過去１年

間の収入が自家漁業以外の仕事からもあ

り、かつ、自家漁業からの収入がそれ以

外の仕事からの収入の合計よりも大きか

った場合をいう。 

(ｳ) 第２種兼業 

個人経営体（世帯）として、過去１年

間の収入が自家漁業以外の仕事からもあ

り、かつ、自家漁業以外の仕事からの収

入の合計が自家漁業からの収入よりも大

きかった場合をいう。 

キ 基幹的漁業従事者 

個人経営体の世帯員のうち、満15歳以上

で自家漁業の海上作業従事日数が最も多い

者をいう。 

ク 漁業就業者 

満15歳以上で過去１年間に漁業の海上作

業に年間30日以上従事した者をいう。 

ケ 新規就業者 

過去１年間に漁業で恒常的な収入を得る

ことを目的に主として漁業に従事した者で、

①新たに漁業を始めた者、②他の仕事が主

であったが漁業が主となった者、③普段の

状態が仕事を主としていなかったが漁業が

主となった者のいずれかに該当する者をい

う。 

なお、個人経営体の自営漁業のみに従事

した者については、前述のうち海上作業に

30日以上従事した者を新規就業者とした。 

(2) 漁業生産量 

海面漁業漁獲量、海面養殖業収獲量、内

水面漁業漁獲量及び内水面養殖業収獲量を総

称したものをいう。 

ア 漁獲量（海面） 

海面漁業により採捕された水産動植物の

採捕時の原形重量をいい、船内で、鮮度保

持のための内臓、えら、頭、ひれ等の除去、

フィレー、ブロック等への解体、乾燥品、

塩蔵品、冷凍品、缶詰等への加工を行った

ものは、すべて原形重量で計上する（採捕

時の重量が不明な場合は、製品重量から原

形重量に換算する。）。 

なお、乗組員の船内食用、自家用（食用

又は贈答用）、自家加工用、販売活餌等を

含む。ただし、次のものは除外する。 

(ｱ) 操業中に丸のまま海中に投棄したもの。 

(ｲ) 沈没等により消失したもの。 
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(ｳ) 漁業用餌料（たい釣のためのえび類、

敷網等のためのあみ類等）として自家用

のみに採捕したもの。 

(ｴ) 養殖用種苗として自家用のみに採捕し

たもの。 

(ｵ) 自家用の肥料のみに供するために採捕

したもの（主として海藻類、ひとで類

等）。 

イ 漁獲量（内水面） 

漁獲量は、漁業経営体が生産物の販売を

目的として漁獲した数量（天然産種苗採捕

量（あゆ、うなぎ）、自家消費を含む。）

をいう。 

ウ 収獲量（海面及び内水面） 

養殖業により収獲した水産動植物の数量

をいう。 

エ 観賞魚販売量（にしきごい） 

観賞用を目的として、養殖（卵又は稚魚

から観賞用サイズまで育てること）を行い

販売した数量をいう。 

(3) 水産加工品生産量 

販売を目的として陸上において生産され

た食用加工品（原則として海藻類製品、水産

缶詰・瓶詰、単にゆでたもの等を除く。）及

び生鮮冷凍水産物の生産量をいい、同一経営

体が一貫加工を行った場合は、最終段階の該

当品目に計上した（例えば、かつおからかつ

お節を製造し、さらに、けずり節を製造した

場合は、けずり節の生産量のみを計上し

た。）。 

ただし、生鮮品を凍結した後にそれを原

料として加工した場合には、生鮮冷凍水産物

及び食料加工品にそれぞれ生産量を計上した。 

(4) 漁業経営（個人経営体） 

ア 漁業投下固定資本 

固定資産である土地、建物・構築物、船

舶、漁網・はえ縄等の年始めの現在価に、

それぞれの漁業・養殖業への使用割合を乗

じたものである。 

イ 漁労収入 

調査期間１年間の自家漁業及び自家養殖

業による漁獲物、収獲物の販売収入、現物

処理（自家消費、物々交換等を行った漁獲

物及び収獲物）の評価額である。 

なお、現物処理の評価は調査地における

市場卸売価格による。 

ウ 漁労支出 

調査期間１年間の自家漁業及び自家養殖

業による漁獲、養殖生産物の育成、収獲、

販売等に要した費用及び当年に負担すべき

固定資産の減価償却費の合計とした。 

エ 漁労所得 

漁労収入－漁労支出 

オ 漁労外事業収入 

調査期間１年間に漁業経営以外に経営体

が兼営する水産加工業、遊漁船業、民宿、

農業等の事業によって得られた収入のほか、

漁業用生産手段の一時的賃貸料のような漁

業経営にとって付随的な収入も含んでいる。 

カ 漁労外事業支出 

調査期間１年間に漁業経営以外に経営体

が兼営する水産加工業、遊漁船業、民宿、

農業等の事業に要した費用のほか、漁業用

生産手段の一時的賃借料等に係る経費も含

んでいる。 

キ 漁労外事業所得 

漁労外事業収入－漁労外事業支出 

ク 事業所得 

漁労所得＋漁労外事業所得 

ケ 漁労所得率 

漁労所得÷漁労収入×100 

コ 漁業固定資本装備率 

漁業投下固定資本÷最盛期漁業従事者数 

 

 

この編についての照会先 

漁業生産構造、漁業経営は、 

統計部 経営・構造統計課 

電話(076)263-2161  内線3636,3634 

直通(076)232-4894 

漁業生産、水産物流通は、 

統計部 生産流通消費統計課 

電話(076)263-2161  内線3642 

直通(076)232-4895 
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大海区・大海区別都道府県区分図 
 

 

北海道と青森県の県境

北海道
太平洋北区

太平洋中区
⑦

日本海北区

和歌山県と三重県の県境

千葉県と茨城県の県境

石川県と富山県の県境

①

網走支庁と根室支庁の境界

山口県と島根県の県境

鹿児島県と宮崎県の県境

③

②

⑤

④

⑥

⑧

太平洋南区

北海道日本海北区

日本海西区

東シナ海区

太平洋北区

瀬戸内海区

①北海道松前郡松前町と福島町の町境
②青森県下北郡佐井村とむつ市の境界
③和歌山県日高郡美浜町三尾漁業地域と日高町比井崎漁業地域の境界
④徳島県海部郡由岐町伊座利漁業地域と阿南市椿泊漁業地域の境界

⑤愛媛県八幡浜市八幡浜漁業地域と川之石漁業地域の境界
⑥大分県大分市佐賀関漁業地域と神崎漁業地域の境界
⑦福岡県北九州市旧門司漁業地域と田ノ浦漁業地域の境界
⑧山口県下関市下関漁業地域と壇ノ浦漁業地域の境界

① 北海道松前郡松前町と福島町の町境 

② 青森県下北郡佐井村とむつ市の市村境 

③ 和歌山県日高郡美浜町と日高町の町境 

④ 徳島県海部郡美波町と阿南市の市町境 

⑤ 愛媛県八幡浜市八幡浜漁業地区と川之石漁業地区の境界 

⑥ 大分県大分市佐賀関漁業地区と神崎漁業地区の境界 

⑦ 福岡県北九州市旧門司漁業地区と田野浦漁業地区の境界 

⑧ 山口県下関市下関漁業地区と壇ノ浦漁業地区の境界 
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北海道斜里郡斜里町と目梨郡羅臼町の町境 


